予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：林業振興費　
	事業名:森と木と水の環境教育推進事業費（森林・環境税分） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

林政部　林政課　緑化運動担当　電話番号：058-272-1111（内3031）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11511@pref.gifu.lg.jp
	事業費　


　要求額：10,000千円（前年度予算額：7,500千円）
	要求内容


	１　要求の内容


幼児期から高等学校まで段階的に木育・森林環境教育を進め、環境と人間との関わりを理解し自ら行動する人を育成するとともに、県民協働の森林づくりを推進する。
（１）保育・教育機関における「ぎふ木育（木育・森林環境教育）」の推進
　　 　幼児期から高等学校までを対象に、森や木や水などの岐阜県の豊かな自然環境について正しく理解するための体験や学習を支援する。

（２）「移動型ぎふ木育ひろば」の開催　新
　　　 「ぎふ木育」を広く県民に体験してもらうために、ぎふ山の日フェスタに併せて木のおもちゃで自由に遊べるひろばを設ける。また、県内で各種団体が主催するイベントで活用してもらうための木のおもちゃセットを整備する。
（３）「ぎふ木育」のカリキュラム作成と指導者養成　新
 　　　ぎふ木育３０年ビジョンに基づく人づくりを効果的に実施していくための新たなカリキュラムを作成するとともに、指導者を養成のための研修会を開催する。
	２　所要経費


（１）教育機関における木育・森林環境教育の推進   7,500千円

（２）ぎふ木育キャラバンの開催　　　　　　　　 　2,103千円

（３）「ぎふ木育」のカリキュラム作成と指導者養成    397千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	7,500
	0
	0
	0
	0
	0
	7,500
	0
	0

	要求額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000
	0
	0

	決定額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000
	0
	0


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　より多くの保育・教育機関において、森や木や水などの岐阜県の豊かな自然環境について正しく理解するための体験・学習活動の実施を支援し、森林に対して責任ある行動をとることのできる人づくりを行います。また、それらの活動が段階的・継続的に取り組まれるよう、効果的なカリキュラムの整備や指導者の育成を行います。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	木育教室・緑と水の子ども会議 実施校数（延べ）
	  149
（H22）
	  174
（H23）
	（H  ）
	  205
（H24）
	220
（H28）
	93.2％


	木育・森林環境教育指導者研修 受講者数
	　  -
（H22）
	  53
（H23）
	（H　）
	  106
（H24）
	250  
（H28）
	 42.4％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
○県内100箇所の施設（保育園・幼稚園、小中学校、高等学校、特別支援学校等）で、293回（実施予定も含む）の木育教室及び緑と水の子ども会議を開催。

○下記のとおり、木育・森林環境教育に関する研修会を開催

　5月12,13日　指導者研修「木で遊ぶ・木で育てる」　参加者48名

　7月30日　指導者研修「森で教える国語算数理科社会」　参加者19名
○ＮＰＯ団体等との協働により、木育や森林環境教育に取り組む上での指針となる「ぎふ木育３０年ビジョン」を作成している(今年度中に策定予定)。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　県内100箇所の施設で木育や森林環境教育に関する取組を293回実施し、取り組む施設の数は年々増加している。また、指導するＮＰＯ団体等との協働により作成している、各々の指導者の取組の指針となる「３０年ビジョン」により、考え方や目指す方向を共有され、学校教育を中心に、広く一般県民への『ぎふ木育』の普及が期待される（※ビジョンの中で、木育・森林環境教育を含む｢森や木からの学び｣を『ぎふ木育』と定義）


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　
○

	　将来の森林づくりを担う人材のみならず、消費活動等を通じて森林づくりを支える県民を育てることにつながるため、他の各施策の土台として事業の必要性は高い。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　事業を活用する施設、研修の受講者数ともに増加しており、木育・森林環境教育の普及が進んでいる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　各農林事務所単位での説明会を開催し、事業の主旨や手続きの流れを保育・教育機関へ丁寧に説明して実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　ビジョンに示された理念に基づく、具体的な手法の提供が求められる。また、理念を共有した指導者の育成と、指導者情報の集約、保育・教育機関等への的確な助言が引き続き必要となる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　幼稚園・保育園から高等学校、特別支援学校までの教育機関を中心として「ぎふ木育」を実践しながら、企業、ＮＰＯ、地域の方等と協働して、将来の森林づくりを担う子どもたちとその保護者に対する効果的かつ継続的なカリキュラムを作成する。


